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Ｌアラート情報の地図表示化への総務省の取組等

文字による避難情報の伝達は限界にきている

 行政区域等への発令では、避難が必要でない住民等までも対象に含まれることがある。

 土砂災害等で、狭い区域への発令に絞り込むと発令地区数が膨大になり、住民等にとって
は視認性が悪化し、メディアは情報の扱いが困難。

 文字では正確に伝えることが困難な避難対象区域の可視化が必要

「災害情報等の地図表示を用いた伝達に関する調査等」

避難勧告等の発令対象区域に適した地理情報フォーマットの調査・検討

「Ｌアラート情報の地図表示化の標準仕様案の策定」

地理情報フォーマットと入力システムの標準仕様案の策定

「Ｌアラート情報の地図表示化に関する実証」

標準仕様案に準拠した入力システムと都道府県防災情報システム
を連携させた実証実験

「Ｌアラートを活用した災害対応支援システム構築に関する実証」

発令の判断支援から発令入力までを一元化した
「災害対応支援システム」の実証実験
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2018年度の「Ｌアラート情報の地図表示化に関する実証」で開発した
避難発令入力システム（エントリーシステム）の発令地区選択画面例
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2018年度「Ｌアラート情報の地図表示化に関する実証」で開発した
Ｌアラートビューワ
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地理データフォーマットはTopoJSONとする。

TopoJSONは、GeoJSONの拡張形式で地理空間情報をエンコードするためのフォーマットである。仕様の詳細につ
いては、下記を参照のこと。 ※TopoJSONのファイルサイズはGeoJSONに比べて20％程度になる。
The TopoJSON Format Specification
（https://github.com/topojson/topojson-specification/blob/master/README.md）

避難勧告等の発令対象地区の地理情報フォーマット
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地図の座標データ



TopoJSON

難勧告等の発令地区の地理情報をEDXLへ添付する規則

コモンズＥＤＸＬ

プロパティ

プロパティ

発令対象地区ごとに設定する
 市町村名
 発令地区名
 警戒レベル
 発令区分
 発令・解除区分
 発令・移行・解除日時
 地区別の発令理由
 地区別の避難行動指針
 地理データID（geometry_id）
 ポリゴンの重なりの順序指定（z-index）

ポイりゴン

ポリゴン

commons:contentObject

xmlContent

Embedded XMLContent
避難勧告・指示情報

＜AttachmentFiles＞
<URI>areas_1235.json.gz</URI>

contentObject
<contentKeyword >
<valueListUrn>ev:attachementPath</valueListUrn>
<value>areas_1235.json.gz</value>

</contentKeyword >

nonXMLContent

<contentData>
1223fdaie・・・

</contentData>  

避難勧告等の発令地区の地理データは、EDXLの添付データとして情報伝達者に伝達できる。
地理データは、市町村内の全ての発令・解除状況を地図に表現した一つのファイルにする必要があり、GZIP圧縮
し、さらにbase64 エンコードしたファイルをEDXLに添付する。
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≦ 1MBＬアラートへ発信できる地理情報付
の避難勧告・指示XMLの最大容量

Ｌアラートへ発信できる地理情報付の避難勧告・指示XMLの最大容量

※Ｌアラートへ発信できる最大データ容量は実際にアラートへ発信する電文容量とは異なるので注意が必要。

コモンズEDXL

Gzip+Base64
（TopoJSON）

コモンズ
EDXLテキスト

【XML情報の容量超過時の扱いについて】

情報発信システムは、Ｌアラートが発信する発信・配信結果情報を受信することで、発信したXMLの容量超
過を検出できる。

受信側では、XML内の「PCXML上での地図リンク情報の有無」又は「EDXL上での地図削除フラグ」を参照す
ることで、容量制限超過により地理情報が削除されたか判断できる。
・「PCXML上での地図リンク情報の有無」は、contentData 要素の有無により判定する。
・「EDXL上での地図削除フラグ」は、contentKeyword要素（valueListUrnの値に“ev:contentDeleted”が設定
されたもの）の有無により判定する。 6



地区の重なり順を指定するプロパティ項目“Z-index”
異なる災害種別による発令等で発令地区の重なりが生ずることがあるため、発信者が“Z-index”に重なり順を設定
する必要がある。下図は、土砂災害による発令と洪水による発令の一部区域が重なる事例である。
基本的には、避難勧告等の発令区分の強い方の区域を上位に配置することを推奨するが、同一の発令区分の場
合には、区域の狭い土砂災害警戒区域等を上位に配置する方が判別しやすい。
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異なる発令区分の区域の重なり 異なる発令区分の区域の重なり

避難勧告（土砂災害警戒区域）Z-index＞避難準備（浸水想定）の値 避難勧告（土砂災害警戒区域）Z-index＞避難準備（浸水想定）の値

同一発令区分の区域の重なり 同一発令区分の区域の重なり

避難勧告（土砂災害警戒区域）Z-index>避難勧告（浸水想定）の値 避難勧告Z-index＝避難勧告の値

 火山災害の場合には、関連
市町村から同一の区域に避
難発令される。（例：○山想
定火口域から半径1.2Km等）

 円は、ポリゴンで表現した近
似円になる。



全域発令後、一部の地区へ同一災害種別により異なる区分で発令

発令内容 方式１ 方式２

一部地区への避難勧告の発令

市内全域発令

全市の地図上に避難勧告の発令地区を重ねる方式１では透過色にした場合に、色合成により重複部分の色が変化
したり、解除等の全域よりも弱い発令区分の地区が、全域の下に隠れる問題があった。避難勧告発令地区を除いた
全域地図を生成して、勧告の発令地区を合成する方式２を推奨する。
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避難勧告等の発令対象区域を地図表示化する際の留意事項
（１）地理情報の整備とメンテナンス

町字等の行政区域の境界やハザードマップの地図データは都道府県による整備
を推奨

行政区域の地図は市販の地図データを利用するのが適当

市販の地理情報を利用する場合の著作権処理

自治会・町内会等の地図データの作成は市町村にて実施するのが適当

（２）市町村担当者の入力負荷を軽減できる入力システムの導入
現状より市町村の負担を増加させないことが重要

発令地区の階層化、地図からの発令地区選択、発令支機能等

（３）発令方式の見直
地図化の効果を出すためには、発令地区を行政区域からハザードマップに移行する
ことが重要

（４）地図表現に関する課題
避難勧告等の発令区分の色表現の標準化、発令地区の重なりへの対策

（５）事前に地図データを用意できない区域への発令
行政区域で対応できない場合は、地図描画ツール等で市町村担当者が区域を描画

できること

（６）地図は目安であることの周知
発令対象となった区域の境界線から少しでも出たら安全なわけではない。

9


